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出所）図表1、3はブルームバーグ、図表2はIEA(国際エネルギー機関)
のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成
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ロシア産原油の禁輸措置で米国MLPへ資金流入期待高まる
 ウクライナ情勢緊迫化による米国のロシア産原油の禁輸措置を受けてエネルギー価格が上昇。エネル
ギーの“脱ロシア”の流れから、米国シェールオイル・ガスの増産が見込まれる。

 脱炭素化の流れはあるものの、”脱ロシア”の動きから当面シェールへの需要増が期待される。

（審査確認番号2022-TＢ3）

図表1：原油・天然ガス価格の推移
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～ウクライナ情勢緊迫化の影響でエネルギー価格上昇～
 ウクライナ情勢の緊迫化に緊張緩和の兆しがみえ
ない中、3月8日米国がロシアへの経済制裁の一
環として、ロシア産原油の禁輸措置を決定したこ
とにより、エネルギー資源の供給懸念が強まり原
油・天然ガス価格等は上昇しました(図表1) 。欧
州ではロシア産天然ガスへの依存度が4割程度と
なっており、エネルギー資源のロシアへの依存度
が高いことから、エネルギーの調達先の多様化を
検討しています。

～世界一の産油国である米国のシェール需要～
 日米欧主要国のエネルギー自給率は、自国産エネ
ルギー資源で賄うことができる米国を除き輸入に
頼っており、エネルギー資源調達への不透明感か
ら、今後の経済活動への影響が懸念されています
(図表2)。一方で米国では、日本を含め欧米諸国
のエネルギーの“脱ロシア”への動きを取り込む
形で、今後、自国企業を含む各国からのエネル
ギー需要が増えることが想定されます。今や世界
一の産油国である米国のシェールオイル・ガスへ
の需要が高まっており、今年の生産量を増やす計
画が進んでいます 。

 シェールオイル・ガスのリグ(掘削装置)稼働数は
大きく増加していませんが、生産の効率化が進ん
でおり、1リグあたりの生産量は増加しています。
シェールオイル・ガスへの需要の高まりは、
シェールオイル・ガスを輸送するパイプライン事
業を手掛けるMLP(共同投資事業形態)価格を押し
上げています(図表3)。脱炭素化の流れから
シェールなど化石燃料への規制強化の動きが進む
との見方が一般的となっていますが、エネルギー
の“脱ロシア”の動きを支えるため、シェールに
よる代替は不可欠になっていると考えられます。
世界の景気を下支えする上で、当面米国のシェー
ルオイル・ガスの生産量の増加が不可欠であると
想定されます。

米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

“脱ロシア”に向けたエネルギー需要とMLPの動向

図表2：各国のエネルギー自給率

図表3：リグ稼働数とMLPの推移

※MMBtu…100万Btu(英国熱量単位)、天然ガスの取引単位
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